（検討素案）

Ⅰ．組織化の基本的事項

１．組織形態　　　　　　　「法 人 組 織」
２．法人形態　　　　　　　「農事組合法人」
農地を法人名義で借りたり、買ったりして農業経営を行うことができうる法人形態は、会社法に基づく、合名会社、合資会社、合同会社、株式会社(株式譲渡制限のあるもの)又は、農協法に基づく農事組合法人です。
　　実務的には、株式会社(株式譲渡制限のあるもの)又は農事組合法人の何れか
の選択となると考えられます。
そもそも、法人形態において、どれが良いかの議論より、効率的かつ安定的な法人経営をどのように運営していくかが、最も重要なこととなります。
　　　　検討素案では、設立コストが比較的安価であり、法人税法上も有利な　　　　農事組合法人での検討とします。
３．農地法上　　　　　　　「農業生産法人」
法人名義で農地を借りたり、買ったりして農業経営を行う法人を農地法　　　　　　上、「農業生産法人」といいます。なお農業生産法人○○という法人登記はありません。
会社法に基づく、合名会社、合資会社、合同会社、株式会社(株式譲渡制限のあるもの)又は、農協法に基づく農事組合法人のうち、農地法上の各種要件を兼ね備えた法人の呼称です。
今回検討の法人組織は、農地法上の「農業生産法人」の位置づけられるような要件を満たすことが必要となります。
４．農業経営基盤強化促進法上　　「認定農業者」
認定農業者には、個人農業経営と法人農業経営が存在し、認定申請を行　　　　　　い、認定要件に合致すれば「認定農業者」として認定されます。今回検討　　　　　　の法人組織も「認定農業者」に認定される必要があります。
法人組織化するだけでは、水田経営所得安定対策には加入することができません。法人組織化し、かつ、「認定農業者」に認定され、水田経営所得安定対策に加入申請することになります。既に水田経営所得安定対策に加入している任意組織（任意組合）の法人化でも、当該法人は、認定申請が必要です。
なお、任意組織（任意組合）時代のナラシ積立金等の権利・義務は、当該法人に引継ぐこととなります。（農政局等への申請等必要、要相談）
　　　　　　
＊水田経営所得安定対策
認定農業者・・・・法人組織は、「認定農業者」になれます。

農業経営改善計画認定申請書
・経営規模　　原則４ｈａ以上（各種特例、市町特認あり）

・その他必要な書類
任意組織・・・・任意組織は、「認定農業者」になれません。

・経営規模　　原則２０ｈａ以上（各種特例、市町特認あり）

・定めた地域の農用地２／３（生産調整特例１／２）以上集積目標

　　　　　　　　　　　　農用地利用集積目標計画書

　　　　　　　・農業生産法人化計画（５年以内に法人化）作成

農業生産法人化計画書

　　　　　　　・農用地利用集積目標及び農業生産法人化計画の達成に向けた取組状　　　

　　　　　　　　況報告書（毎年）

　　　　　　　・その他必要な書類（多数）

Ⅱ．農事組合法人の基本設計
＊農地法上の「農業生産法人」の要件を兼ね備える必要があります。

１．構成員要件
・農事組合法人の構成員は、当該法人に出資をする者をいいます。
（構成員＝出資者＝組合員）
　　　　・農事組合法人は、３名以上の農民が構成員とならなければなりません。

・農事組合法人の構成員は、農地法上の要件と農協法上の要件の両方を兼ね備える必要があります。

２．業務執行役員要件
・農事組合法人の業務執行役員は、「理事」をいいます。

・農事組合法人の理事は、当該法人の地区内に住所を有する農民たる当該法人の組合員（＝構成員＝出資者）でなければなりません。
　　　　　・理事総数の少なくとも過半は、当該法人の常時従事者である組合員（＝構　　　　　成員＝出資者）でなければなりません。
　　　　　・理事は１名以上必要です。そのうち、１名は代表理事として選出します。
＊監事は、設置してもしなくてもよいが、設置する方がよいと考えます。

監事は、当該法人の組合員であっても、なくてもかまいませんが、当該法人の組合員でなく、当該法人の通常業務（農作業、経理等）に携わらない、客観的に監査のみ実施する個人が望ましいです。
３．給与制か。従事分量配当制か。どちらを選択するか。（両方同時に選択はできません。）

・給与制とは、当法人の組合員(出資者)に労働の対価として、労働報酬を払うことです。もらった側は、給与所得の概念となり、給与所得控除が受けられ、相当額の給与が支給される人は、もらった側の節税となります。給与制とは、月額基本給の月給制のみではなく、日給月給制、時給月給制、日給制等すべて含みます。
　　　　　　なお、役付役員(代表理事、監事)等で税法上、使用人兼務役員となれない人へは、１年間の年俸制で、その総額を１２で割り、毎月一定額の役員報酬を支払うこととし（定期同額給与）、賞与は支給しません。あえて賞与を払う場合は、税金が余分にかかることを理解した上で支払うことになります。

・従事分量配当制は、当法人の利益（収益－費用）を組合員に１年間の労務提供、労務内容に応じて、剰余金処分案にて配当することです。もらった側は、事業所得(農業所得)となります。なお、組合員以外で監事に就任している人がいれば、年俸制の役員報酬（定期同額給与）（給与所得の概念）となります。また、当該従事分量配当は、法人税法上、損金になり、消費税法上、支払う農事組合法人側は課税仕入、受取る組合員側は、課税売上となるようです。

＊組合員個人毎に、給与制か従事分量配当制の個別選択はできません。
＊なお、上記いずれの場合も、組合員以外へは、労働報酬としての賃金(給与所得の概念)を期中に支払う必要があります。

＊全戸出役的な基幹的従事者がいない時点では、組合員個々人で相当の労働の対価が見込めないと思われるので、当初は、従事分量配当制を採用したらどうか。事業年度毎に、給与制か従事分量配当制か何れかを選択できるので、未来永劫、同じ方式でなくてもよいので。（特段、税務署等への選択届出等は不要）
将来、当該法人の常勤者が誕生し、相当額の労働の対価が得られるならば、給与制を採用し、全国健康保険協会管掌健康保険、厚生年金保険等の適用も考えなくてはいけません。
４．その他留意事項等
・給与制をとっても、従事分量配当制をとっても、出資配当は基本的にしないこと。（二重課税）

・給与制をとっても、役員賞与は払わない。（二重課税）
・出資額に達するまで、毎事業年度の当期剰余金の1／10以上は、利益準備金に積まなくてはいけません。その分＋αの法人所得は課税されます。

　　　　　・法人は、赤字、黒字にかかわらず、法人市町民税均等割５万円（又は６万円）＋法人県民税均等割２.１万円は、最低でもかかります。
・当該農事組合法人の出資総額は、基本的に1,000万円未満（例えば出資１口１万円としたら最高でも９９９万円）に抑える。出資金が1,000万円を超えると、上記の均等割が法人市町民税均等割１３万円＋法人県民税均等割５.２５万円にアップします。また、1,000万円以上は、設立初年度から法人として、消費税の申告書作成が義務付けられます。
出資総額を1,000万円以上とする場合は、このことを認識した上で、行うこと。
（別　紙）
農事組合法人　基本設計
１．名　　　称　　　　農事組合法人　　　　　　　　
２．地　　　区　　　　山口県　　郡（市）　　　町、　　　町、　　　町
＊農事組合法人定款上の「地区」とは、組合員資格の「地区内に住所を有する農民」の地区を意味し、農地を借りる地区・農作業を受託する地区を意味するものではない。
３．事務所の所在地　　山口県　　郡（市）　　町　　　　番地
４．組合員に対する労働の対価　　　給与制　、　従事分量配当制　　（何れか選択）　

５．組　合　員（出資者）
	住　　　所
	氏　　名
	出資金(見込み)
	従事日数

(見込み)　　

　　　日
	農地貸付

(見込み)　　　　　　　　　　

　　　ａ

	
	
	　　口
	　　　　円
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地　
	
	
	
	
	


＊農地法及び農協法両方の構成員要件を満たすこと。
＊住所及び氏名は、住民票・印鑑証明書記載の正式なもの。
＊従事日数は、当該農事組合法人の年間業務従事日数(見込み)。
＊農地貸付は、当該農事組合法人への利用権設定等面積(見込み)。
６．理　　　事
理事の定数　　　　　名以内
	理事の順位
	住　　　所
	氏　　名
	生年月日
	備　考

	１
	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	代表理事

	２
	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	

	３
	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	

	４
	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	

	５
	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	


　　　　　　　　　　　＊理事は、上記５のうち、農民たる組合員の中から選出する。
　　　　　　　　　　　＊うち、１名を代表理事に選出する。
　　　　　　　　　　　＊理事の順位は、上から。
＊農地法上の業務執行役員要件を満たすこと。

７．監　　　事

監事の定数　　　　　名以内

	住　　　所
	氏　　名
	生年月日
	備　　考

	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	

	山口県　郡（市）　町　番地
	
	
	


　　　　　　　　　　　＊監事は置いても、置かなくてもよい。

＊監事は、組合員であっても、組合員でなくてもなれる。

＊監事は、当該法人の通常業務（農作業、経理等）をしない、

客観的に監査のみしてくれる、組合員以外の人が望ましい。
　　　　　　　　　　　＊監事が組合員なら、従事分量配当制又は、

役員報酬［年間　　　円（月額　　円）］

　　　　　　　　　　　＊監事が組合員以外なら、

役員報酬［年間　　　円（月額　　円）］

８．出資１口金額　　　金　　　　　円
９．出資総額　　　　　金　　　　　　　円
１０．事業年度　　　　　毎年　月　日から翌(同)年　月　日まで
１１．事業目論見書
ひな型どおりの様式。
１２．定　款
ひな型どおり。

１３．その他
その他事項は、必要の都度決める。
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